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令和 3年度予算編成の基本的考え方

当市を取り巻く環境は、市税収入の減少が見込まれるなか、少子高齢社会の進展などに

より社会保障関係経費の増大が顕著なものとなっており、介護保険・後期高齢者医療特別

会計への繰出金や、生活保護費、障害者自立支援給付費、保育所入所委託料などの扶助費

が増加の一途を辿っています。さらに、新型コロナウイルス感染症の影響は社会の多方面

に及んでおり、財政面においても大きく影を落としています。

今後も大変厳しい財政状況が想定される中で、健全財政を維持しつつ新たな市民ニーズ

に応えていくためには、限られた財源を有効に活用し、施策の選択と集中を適切に実施し

ていくことが一層求められています。

令和 3年度予算は、このような状況の中にあっても、魅力ある都市空間づくり、定住化

促進、少子高齢社会への対応、安全安心な教育環境の実現を基本方針とし、さらに、市民

協働、持続可能な自治体経営、新型コロナウイルス感染症対策を市政全般に係る重要施策

と位置づけ、温もりと安らぎに満ち共に活力を育むまちを目指し、まちと暮らしの質をさ

らに高めるための予算を編成しました。

まず歳入では、個人市民税、法人市民税において新型コロナウイルス感染症の影響によ

り大幅な減収を見込み、固定資産税においても地価の下落、家屋の評価替えの影響による

減を見込んだ結果、市税収入全体で前年度比 6.6％の減となりました。

次に歳出では、引き続き中心市街地の整備や新市街地の創出に取り組み、魅力ある都市

空間づくりを進めます。また、令和 2年度に実施できなかった市制施行 50 周年記念事業を

全庁的な連携で進め、市の知名度・魅力度向上による定住化促進を図ります。さらに、放

課後子どもクラブのうち 3校の運営の民間委託や多世代の市民の健康づくり支援による少

子高齢社会への対応、白山小学校の長寿命化改良事業への着手や特色ある新しい学校教育

の推進などによる教育環境の充実にも、継続して取り組みます。

このほかにも、昨年表明した気候非常事態宣言に対応して実施する地球温暖化対策の推

進、吉田消防署の大規模改造工事の実施などによる安全・防災機能の強化、といった各分

野の事業も多角的に進めます。

さらに、藤代小学校・藤代幼稚園の大規模改造事業や高井小学校の内部改修事業などに

ついては、国の令和 2年度当初予算追加交付分及び第三号補正予算の対象となったため、

3月補正予算に計上し、令和 3年度に繰越して実施します。

令和 3年度は、本年度スタートした「とりで未来創造プラン 2020」が 2年目を迎えるこ

とから、プランにおいて引き続き重点的に取り組むこととした「活力の創出」、「少子高齢

社会への対応」、「協働と持続可能な自治体経営」に関連する各事業についても、さらに

具現化を推進し、市民の皆様の幸福感や満足感を高めていけるよう全力で取り組んでまい

ります。

令和 3年 2月

取手市長 藤 井 信 吾
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令和 3年度予算の重点化 4事業

本市の財政状況は、市税収入の減少、扶助費の増大、公共施設の老朽化等の影響によ

り、年々その厳しさを増してきています。さらに、新型コロナウイルス感染症の影響は

社会の多方面に及んでおり、財政面においても大きく影を落としています。

このように、行財政運営に充てることが可能な資源が限られている状況であっても、

様々な行政課題の解決を図り本市の魅力を高めていくため、令和 3年度予算は、以下の

4項目を基本方針とし、実効性のある施策を戦略的かつ計画的に展開してまいります。

温もりと安らぎに満ち、共に活力を育むまちを目指し、

まちと暮らしの質をさらに高める次の４つの事業を推進します。

１．魅力ある都市空間づくり

【継続】取手駅北土地区画整理事業 399,969 千円[区画整理課]

【継続】取手駅西口Ａ街区再開発推進事業 8,000 千円[中心市街地整備課]

【継続】桑原地区整備推進事業 14,044 千円[都市計画課]

取手駅西口駅前地区においては、土地区画整理事業による都市基盤整備を引き続き推進しつつ、

市街地再開発事業による土地利用の高度化を図り、都市機能の集積と魅力と賑わいにあふれた中

心市街地の形成を進めます。

また、桑原地区については、大規模な商業・業務施設を核とした新市街地の創出に向けて、都

市計画決定に係る協議を進めるとともに、引き続き区画整理準備組合に対する支援を行います。

２．定住化促進

【継続】シティプロモーション推進事業 4,871 千円[魅力とりで発信課]

【継続】市制施行 50 周年記念関連事業 14,412 千円

[魅力とりで発信課・秘書課・文化芸術課・環境対策課・生涯学習課]

【継続】定住化促進住宅補助事業 40,487 千円[都市計画課]

【継続】創業支援等事業 3,278 千円[産業振興課]

市のブランドメッセージ「ほどよく絶妙とりで」とロゴマークを用いたイメージアップや、令

和 2年度に実施できなかった市制施行 50 周年記念事業を全庁的な連携で複合的に進め、市の知

名度・魅力度の向上による定住人口の増加を図ります。

また、良質な新築住宅の取得や中古住宅のリノベーションへの補助、シニア世代の持ち家を活

かした子育て世代への家賃補助等を引き続き実施し、子育て世代や市内就業者等の定住化を促進

します。

さらに、地域活力の維持・向上を支える基礎となる産業振興・活性化のため、引き続き起業を

志す方々への支援や起業文化の醸成等に取り組みます。
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３．少子高齢社会への対応

【新規】放課後子どもクラブ運営民間委託事業 32,829 千円[子ども青少年課]

【新規】健康づくり支援事業 3,688 千円[健康づくり推進課]

【継続】新生児特別給付金給付事業 13,072 千円[保健センター]

放課後子どもクラブのうち 3校の運営を民間事業者に委託することにより、安定的な支援員

の人材確保やサービス品質の向上を図ります。

また、多世代の市民が自分に合った健康づくりを選択できるよう、フィットネスクラブを利

用する市民への支援や民間団体との協働による健康づくり体験イベント開催に取り組み、市民の

健康づくりを支えます。

さらに、令和 2年度に引き続き市独自の新生児特別給付金の給付に取り組み、新型コロナウ

イルス感染症の影響により普段と異なる様々な負担が生じている子育て世帯を支援します。

４．安全・安心な教育環境の実現

【新規】白山小校舎・体育館長寿命化改良事業 23,433 千円[教育総務課]

【新規】特色ある新しい学校教育推進事業 4,932 千円[指導課]

【継続】通学路整備事業 190,867 千円[道路建設課]

老朽化した白山小学校の校舎・体育館の長寿命化改良事業に着手し、施設の安全性、耐久性、

利便性の向上を図ります。また、引き続き「通学路交通安全対策プログラム」に基づき、児童生

徒が安全に通学できるように通学路の安全対策を進め、安全・快適な教育環境の整備・充実を図

ります。

さらに、市内全域を学区とする小規模特認校となる山王小学校においては、個に応じた教育、

アーティストとの連携、国際教育の充実などに取り組み、特色ある教育活動を展開します。

以上の 4項目を基本方針とするほか、市政全般に係る施策として、市民協働、持続可能な自治

体経営、新型コロナウイルス感染症対策にも重点的に取り組みます。

まず、様々な市民活動の支援や市民活動団体の育成・連携事業に引き続き取り組み、市民や市

民団体とのより一層の協働を進めます。また、引き続き積極的な行政改革に取り組むとともに、

ふるさと納税など市税以外の財源の確保も推進します。

さらに、新型コロナウイルス感染症については、状況が今後どのように推移するか見通しが立

たない中ではありますが、「取手市新型コロナウイルス感染症対策本部」を中心として、補正予

算の編成等により状況の変化に即応し、安全で安心できる市民生活の維持に全力で取り組んでま

いります。



単位：千円

令和3年度
当初予算

令和2年度
当初予算

36,800,000 36,960,000 ▲ 160,000 ▲ 0.4%

取手駅西口都市整備事業 878,989 908,937 ▲ 29,948 ▲ 3.3%

国民健康保険事業 10,133,032 10,646,932 ▲ 513,900 ▲ 4.8%

後期高齢者医療 3,246,374 2,907,856 338,518 11.6%

介護保険 8,487,889 8,295,169 192,720 2.3%

競輪事業 1,687,038 1,287,051 399,987 31.1%

公平委員会 682 709 ▲ 27 ▲ 3.8%

小　計 24,434,004 24,046,654 387,350 1.6%

61,234,004 61,006,654 227,350 0.4%

令和3年度予算総括表（当初予算）

会　計　名 比　　較

一　般　会　計

合　計

特

別

会

計
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《予算規模》

１．令和 3年度の一般会計当初予算規模は３６８億円で、前年度当初予算と比

較して１億６，０００万円減（前年度比０．４％減）となります。

予算規模が減となった要因は、令和 3年度に予定していた藤代小･藤代幼稚

園大規模改造事業や高井小学校内部改修事業、都市公園施設長寿命化対策事

業など合計 5つの事業が、令和 2年度の国の当初予算･第 3号補正予算の対象

となり、3月補正予算に前倒しして計上したことによるものです。

２．特別会計（6事業）の予算規模は、２４４億３，４００万円となり、前年度

当初予算と比較して３億８，７３５万円増（前年度比１．６％増）となりま

す。

この中で大きく増額となったのは、競輪事業（3億 9,998 万円増）、後期高

齢者医療（3億 3,851 万円増）、介護保険（1億 9,272 万円増）、の 3つの特別

会計です。

一方、減額となったのは、国民健康保険事業（5億 1,390 万円減）、取手駅

西口都市整備事業（2,994 万円減）、の 2つの特別会計です。

取手駅西口都市整備事業の予算規模が減となった要因は、駅前広場整備工

事の一部などが令和 2年度の国の当初予算･第 3 号補正予算の対象となり、3

月補正予算に前倒ししたことによるものです。



(単位:千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

※平成23年度、27年度、令和元年度は当初骨格予算のため、6月補正後の予算額で比較

一般会計予算額の推移

年  度

予算額 33,400,549 32,570,000 34,030,000 33,560,000 35,831,471 36,550,000 35,620,000 38,030,000 38,062,511 36,960,000 36,800,000

200億円

220億円

240億円

260億円

280億円

300億円

320億円

340億円

360億円

380億円

400億円

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

予算額
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(単位:千円）

年　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

一般会計 33,400,549 32,570,000 34,030,000 33,560,000 35,831,471 36,550,000 35,620,000 38,030,000 38,062,511 36,960,000 36,800,000

特別会計 20,793,444 21,747,315 24,077,264 23,973,977 26,145,055 26,426,628 26,346,552 25,294,510 24,984,489 24,046,654 24,434,004

全会計 54,193,993 54,317,315 58,107,264 57,533,977 61,976,526 62,976,628 61,966,552 63,324,510 63,047,000 61,006,654 61,234,004

※一般会計の平成23年度、27年度、令和元年度は当初骨格予算のため、6月補正後の予算額で比較

一般会計と特別会計を合わせた全会計の予算額の推移

00億円

100億円

200億円

300億円

400億円

500億円

600億円

700億円

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

一般 特会
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構成比 構成比

7,691,817 20.9 7,899,694 21.4 △ 207,877 △ 2.6

うち特別職 45,727 0.1 45,737 0.1 △ 10 △ 0.0

うち 議 員 190,027 0.5 200,895 0.5 △ 10,868 △ 5.4

うち一般職 6,398,978 17.4 6,527,517 17.7 △ 128,539 △ 2.0

うち会計年度任用職員 958,505 2.6 985,731 2.7 △ 27,226 △ 2.8

9,458,192 25.7 9,142,754 24.7 315,438 3.5

4,324,807 11.8 4,112,659 11.1 212,148 5.2

4,833,125 13.1 4,727,347 12.8 105,778 2.2

91,760 0.2 122,405 0.3 △ 30,645 △ 25.0

2,780,375 7.6 3,098,653 8.4 △ 318,278 △ 10.3

472,577 1.3 460,041 1.3 12,536 2.7

210,900 0.6 230,200 0.6 △ 19,300 △ 8.4

53,352 0.1 68,920 0.2 △ 15,568 △ 22.6

5,725,057 15.6 5,576,501 15.1 148,556 2.7

1,108,033 3.0 1,470,821 4.0 △ 362,788 △ 24.7

5 0.0 5 0.0 0 0.0

50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

36,800,000 100.0 36,960,000 100.0 △ 160,000 △ 0.4

　令和3年度一般会計性質別歳出内訳

（単位：千円、％）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

予 備 費

合 計

区　　　分
令和3年度
当初予算

令和2年度
当初予算

比　較 増減率

0億円

10億円

20億円
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40億円
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70億円
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費
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費

性質別前年度比較グラフ

R3 R2
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(単位:千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

33,400,549 32,570,000 34,030,000 33,560,000 35,831,471 36,550,000 35,620,000 38,030,000 38,062,511 36,960,000 36,800,000

人件費 8,242,334 8,151,439 7,971,656 7,674,951 7,597,243 7,493,096 7,462,105 7,432,464 7,273,678 7,899,694 7,691,817

扶助費 6,175,210 5,860,120 6,102,330 6,379,552 7,008,962 7,360,737 7,841,400 8,089,727 8,867,606 9,142,754 9,458,192

普通建設事業費 1,927,350 1,607,632 2,996,742 1,928,796 2,907,000 3,166,607 1,649,370 4,623,976 3,545,921 1,470,821 1,108,033

※平成23年度、27年度、令和元年度は当初骨格予算のため、6月補正後の予算額で比較

人件費・扶助費・普通建設事業費の推移（一般会計）

年  度

予算額

170億

190億

210億

230億

250億

270億

290億

310億

330億

350億

370億

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

-10.0%

-8.0%

-6.0%

-4.0%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

予算額

伸率

00億円

50億円

100億円

150億円

200億円

250億円

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

普通建設事業費 扶助費 人件費

1
0



(単位:千円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

6,175,210 5,860,120 6,102,330 6,379,552 7,008,962 7,360,737 7,841,400 8,089,727 8,867,606 9,142,754 9,458,192

教育費 57,767 60,327 66,406 67,637 68,069 69,699 69,914 78,784 87,608 89,184 89,921

医療費 492,302 506,285 564,711 607,400 617,400 616,030 614,680 606,770 639,110 606,660 606,760

生活保護費 1,296,910 1,391,553 1,408,571 1,496,587 1,500,105 1,604,696 1,726,696 1,746,696 1,930,000 1,964,000 2,083,000

児童福祉費 3,275,483 2,804,750 2,930,034 2,943,298 3,489,951 3,554,880 3,897,773 4,005,637 4,435,397 4,662,207 4,664,227

障害者福祉費 937,590 996,820 1,032,414 1,160,651 1,236,274 1,331,139 1,433,344 1,548,790 1,673,098 1,721,492 1,919,057

その他 115,158 100,385 100,194 103,979 97,163 184,293 98,993 103,050 102,393 99,211 95,227

扶助費の推移（一般会計）

年  度

合計

1.2 1.0 1.0 1.0 1.0 1.8 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
9.4 10.0 10.3 11.6 12.4 13.3 14.3 15.5 16.7 17.2 19.2

32.8 28.0 29.3 29.4
34.9 35.5 39.0 40.1

44.4 46.6 46.6
13.0

13.9 14.1 15.0
15.0

16.0
17.3 17.5

19.3
19.6 20.8

4.9
5.1 5.6 6.1

6.2
6.2

6.1 6.1

6.4
6.1

6.1

0.6
0.6 0.7 0.7

0.7
0.7

0.7 0.8

0.9 0.9
0.9

0億円

10億円

20億円
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50億円
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90億円

100億円

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

教育費

医療費

生活保護費

児童福祉費

障害者福祉費

その他

1
1



構成比 構成比

01 市税 34.2 36.5

02 地方譲与税 0.9 0.9

03 利子割交付金 0.0 0.0

04 配当割交付金 0.1 0.2

05 株式等譲渡所得割交付金 0.2 0.1

06 法人事業税交付金 0.3 0.3

07 地方消費税交付金 5.8 5.8

08 ゴルフ場利用税交付金 0.1 0.1

09 環境性能割交付金 0.1 0.1

10 地方特例交付金 0.3 0.3

11 地方交付税 19.3 19.6

12 交通安全対策特別交付金 0.0 0.0

13 分担金及び負担金 0.4 0.4

14 使用料及び手数料 0.9 0.8

15 国庫支出金 14.8 14.0

16 県支出金 7.0 6.8

17 財産収入 0.2 0.2

18 寄附金 0.4 0.3

19 繰入金 2.3 3.6

20 繰越金 1.4 1.3

21 諸収入 2.1 2.2

22 市債 9.2 6.5

100.0 100.0

【歳　出】

構成比 構成比

01 議会費 0.7 0.7

02 総務費 13.5 13.6

03 民生費 41.7 40.8

04 衛生費 4.1 4.6

05 農林水産業費 0.7 0.7

06 商工費 1.0 1.1

07 土木費 12.0 12.0

08 消防費 5.0 5.2

09 教育費 9.5 10.1

10 災害復旧費 0.0 0.0

11 公債費 11.7 11.1

12 諸支出金 0.0 0.0

13 予備費 0.1 0.1

100.0 100.0

　　令和３年度一般会計予算の概要

【歳　入】 （単位：千円、％）

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度
当 初 予 算 当 初 予 算

12,584,942 13,479,251 △ 894,309 △ 6.6

319,848 327,061 △ 7,213 △ 2.2

10,000 13,000 △ 3,000 △ 23.1

56,000 59,000 △ 3,000 △ 5.1

58,000 32,000 26,000 81.3

104,000 130,000 △ 26,000 △ 20.0

2,130,000 2,128,000 2,000 0.1

47,000 48,000 △ 1,000 △ 2.1

27,000 36,000 △ 9,000 △ 25.0

111,000 95,000 16,000 16.8

7,120,000 7,259,678 △ 139,678 △ 1.9

14,000 14,000 0 0.0

159,837 152,672 7,165 4.7

317,876 313,060 4,816 1.5

5,438,335 5,165,705 272,630 5.3

2,595,159 2,529,404 65,755 2.6

56,379 58,108 △ 1,729 △ 3.0

150,159 100,159 50,000 49.9

844,493 1,322,962 △ 478,469 △ 36.2

500,000 500,000 0 0.0

757,272 801,340 △ 44,068 △ 5.5

3,398,700 2,395,600 1,003,100 41.9

合　　計 36,800,000 36,960,000 △ 160,000 △ 0.4

（単位：千円、％）

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度
当 初 予 算 当 初 予 算

267,104 277,343 △ 10,239 △ 3.7

4,962,990 5,036,566 △ 73,576 △ 1.5

15,348,195 15,093,056 255,139 1.7

1,499,434 1,683,597 △ 184,163 △ 10.9

248,512 242,915 5,597 2.3

360,127 401,537 △ 41,410 △ 10.3

4,413,195 4,432,552 △ 19,357 △ 0.4

1,837,120 1,910,559 △ 73,439 △ 3.8

3,488,504 3,719,185 △ 230,681 △ 6.2

5 5 0 0.0

4,324,807 4,112,659 212,148 5.2

7 26 △ 19 △ 73.1

50,000 50,000 0 0.0

合　　計 36,800,000 36,960,000 △ 160,000 △ 0.4

区　　　　分 比　　較 増減率

区　　　　分 比　　較 増減率
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【歳入】 　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円、％）

款 R3 R2 比較 増減率 説明欄　（　）は事業費、［　］は増減　

01 市税 12,584,942 13,479,251 △ 894,309 △ 6.6

うち個人市民税現年分 5,189,990 5,645,549 △ 455,559 △ 8.1
新型コロナウイルス感染症の影響により、個人所得が減少することが想定される
ことから、個人市民税の減を見込む

うち法人市民税現年分 433,320 674,651 △ 241,331 △ 35.8
新型コロナウイルス感染症の影響により、市内企業の収益が減少することが想定
されることから、法人税割の減を見込む

うち固資税（土地）現年分 1,469,700 1,506,242 △ 36,542 △ 2.4 地価の下落（平均下落率1.63%）による減を見込む

うち固資税（家屋）現年分 2,713,136 2,775,755 △ 62,619 △ 2.3 家屋の評価替えによる減を見込む

うち市たばこ税現年分 568,218 556,523 11,695 2.1 たばこ販売本数の減少はみられるが、税率の引き上げによる増を見込む

02 地方譲与税 319,848 327,061 △ 7,213 △ 2.2 地方財政計画による

03 利子割交付金 10,000 13,000 △ 3,000 △ 23.1 地方財政計画による

04 配当割交付金 56,000 59,000 △ 3,000 △ 5.1 地方財政計画による

05 株式等譲渡所得割交付金 58,000 32,000 26,000 81.3 地方財政計画による

06 法人事業税交付金 104,000 130,000 △ 26,000 △ 20.0 地方財政計画による

07 地方消費税交付金 2,130,000 2,128,000 2,000 0.1 地方財政計画による

08 ゴルフ場利用税交付金 47,000 48,000 △ 1,000 △ 2.1 地方財政計画による

09 環境性能割交付金 27,000 36,000 △ 9,000 △ 25.0 地方財政計画による

10 地方特例交付金 111,000 95,000 16,000 16.8
地方財政計画による
・個人市民税減収補てん特例交付金（89,000）［8,000増］
・自動車税・軽自動車税減収補てん特例交付金（22,000）［8,000増］

11 地方交付税 7,120,000 7,259,678 △ 139,678 △ 1.9

・普通交付税（6,750,000）[60,000増]
　R2年度実績との比較2.3％増
　（6,596,740)[153,260増]
・特別交付税（370,000）[8,000増]
・震災復興特別交付税（0）[207,678減]

12 交通安全対策特別交付金 14,000 14,000 0 0.0 地方財政計画による

13 分担金及び負担金 159,837 152,672 7,165 4.7
・民間保育園入所児保護者負担金（74,808)［10,072増]
・放課後児童対策事業保護者負担金（40,075）［2,517減］

14 使用料及び手数料 317,876 313,060 4,816 1.5
・行政財産使用料（14,536）[2,547増］
・道路使用料（39,220）[2,220増］
・粗大ごみ収集運搬手数料（15,000）[3,000増］

15 国庫支出金 5,438,335 5,165,705 272,630 5.3

・自立支援給付費負担金（877,500）［98,000増］
・子どものための教育・保育給付費負担金（990,940）［63,637増］
・障害児施設給付費負担金（236,000）［24,000増］
・生活保護費負担金（1,562,250）［89,250増］
・子ども・子育て支援交付金（60,058）［10,694増］
・緊急風しん抗体検査等事業費補助金（11,702)[皆増］
・防災・安全交付金（インフラ老朽化対策分)（62,232)［22,491増］
・通学路及び都市計画道路（山王・野々井・都計道3･5･23号北敷･沼附線)
  防災・安全交付金（生活空間の安全確保分）（93,500)［16,500増］
・個人番号カード交付事業費補助金（38,708）［15,704増］
・社会資本整備総合交付金（地域住宅交付金分)（47,750)［5,748増］
・衆議院議員総選挙費委託金（49,390）[皆増］
・児童手当負担金（959,520）［31,880減］

16 県支出金 2,595,159 2,529,404 65,755 2.6

・自立支援給付費負担金（438,750）［49,000増]
・障害児施設給付費負担金（118,000）［12,000増]
・生活保護費負担金（55,491）［5,491増］
・保険基盤安定負担金（304,345）［7,419増]
・保険基盤安定対策費負担金（221,192）［40,536増]
・地籍調査費負担金（12,750）[12,225増]
・子ども・子育て支援交付金（60,058）［10,694増］
・茨城県知事選挙費委託金（47,616）[皆増］
・児童手当負担金（209,640）［7,760減］

17 財産収入 56,379 58,108 △ 1,729 △ 3.0

18 寄附金 150,159 100,159 50,000 49.9 ・ふるさと取手応援基金寄附金（150,000）［50,000増］

19 繰入金 844,493 1,322,962 △ 478,469 △ 36.2

・ふるさと取手応援基金繰入金（196,387）[125,202増]
・森林環境譲与税基金繰入金（12,045）[皆増]
・財政調整基金繰入金（500,000）[200,000減]
・減債基金繰入金（50,000）[350,000減]
・公共施設整備基金繰入金（54,437）[46,333減]
・学校施設整備基金繰入金（17,853）[15,875減]

20 繰越金 500,000 500,000 0 0.0

21 諸収入 757,272 801,340 △ 44,068 △ 5.5

・後期高齢者健診事業受託収入（44,818）［8,304増］
・茨城県自治研修所派遣事務費（8,000）[皆増]
・後期高齢者医療広域連合派遣事務費（9,000）[皆増]
・県税事務所相互交流事務費（9,000）[皆増]
・生涯現役促進地域連携事業推進協議会貸付金元利収入（10,000）［9,888減］

22 市債 3,398,700 2,395,600 1,003,100 41.9

うち合併特例債 507,600 484,500 23,100 4.8

・北浦川橋梁架替事業（15,500）
・通学路整備事業：山王、野々井（51,700）
・市道改良事業：井野団地外周道路、井野台、片町（166,200）
・都市計画道路3･5･23号北敷・沼附線整備事業（21,700）
・藤代横町雨水排水整備事業（54,800）
・稲雨水幹線整備事業（39,200）
・戸頭消防署改修事業（設計）（4,500）
・吉田消防署大規模改修事業（127,600）
・白山小学校校舎・体育館長寿命化改良事業（設計）（22,200）
・ふじしろ図書館空調設備改修事業（設計）（4,200）

うち臨時財政対策債 2,600,000 1,340,000 1,260,000 94.0
・R3年度（2,600,000）［1,260,000増］
  R2年度実績との比較74.9％増
 （1,486,517）［1,113,483増］

   合     計     36,800,000 36,960,000 △ 160,000 △ 0.4

令和３年度一般会計予算の歳入概要
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【歳出】 （単位：千円、％）

款 R3 R2 比較 増減率 説明欄　（　）は事業費、［　］は増減　

01 議会費 267,104 277,343 △ 10,239 △ 3.7
・タブレットによるオンライン会議・ペーパーレス推進事業（1,489）［3,029
減］

02 総務費 4,962,990 5,036,566 △ 73,576 △ 1.5

【新規】電気自動車の導入（5,617）
【新規】RPA･AI-OCR導入事業（6,237）
【新規】新取手駅自転車駐車場一部解体工事（2,695）
・ふるさと取手応援寄附金推進事業（217,489）［65,135増］
・常総地方広域市町村圏事務組合負担金（1,315,951）［168,130増］
・衆議院議員総選挙（49,539）[皆増]
・茨城県知事選挙（49,034）[皆増]
・退職手当負担金（323,586）［108,414減］

03 民生費 15,348,195 15,093,056 255,139 1.7

【新規】健康づくり支援事業（3,688）
【新規】戸頭北保育所廃止に伴う経費（2,522）
【新規】児童相談システム改修（330）
・国民健康保険事業特別会計繰出金（775,514）［10,075増］
・成年後見制度中核機関運営委託料（7,492）［7,382増］
・障害者自立支援給付費（1,755,000）［196,000増］
・介護保険特別会計繰出金（1,320,353）［34,554増］
・後期高齢者医療特別会計繰出金（1,629,013）［117,410増］
・障害児通所給付費（472,000）［48,000増］
・生活保護費（2,083,000）［119,000増］
・社会福祉協議会運営費補助金（125,078）［13,112減］
・児童手当（1,378,800）［47,400減］

04 衛生費 1,499,434 1,683,597 △ 184,163 △ 10.9

【新規】新生児特別給付金事業（13,072）
【新規】業務用生ごみ処理機購入（2,556）
【新規】自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金（1,000）
【新規】住宅用太陽光発電システム設置補助金（600）
・公的病院等運営費補助金（120,964）［10,045増］
・じん芥収集運搬委託（355,500）［22,918増］
・龍ケ崎地方衛生組合負担金（96,667）［223,563減］

05 農林水産業費 248,512 242,915 5,597 2.3 【新規】農業公社事業円滑化補助金（5,600）

06 商工費 360,127 401,537 △ 41,410 △ 10.3

【新規】自転車活用推進事業（909）
【新規】創業支援事業補助金（1,500）
【新規】ゆうあいプラザ公共下水道接続工事（3,973）
・中小企業事業資金融資あっ旋事業（61,515）［18,363減］
・産業活動支援奨励事業（42,738）［12,001減］
・生涯現役促進地域連携事業推進協議会貸付金（10,000）［9,888減］

07 土木費 4,413,195 4,432,552 △ 19,357 △ 0.4

【新規】第二南住宅・西方住宅改修事業（65,000）
・北浦川谷中第5号橋（仮称）相橋架替負担金（16,420）[12,420増]
・橋梁改修工事実施設計業務委託（59,120）[8,619増]
・歩道橋改修工事実施設計業務委託（54,031）[32,273増]
・井野団地外周道路（市道0115号線他）道路改良事業（84,766）[84,766増]
・戸頭新屋敷（市道2241号線他）道路改良事業（14,289）[8,899増]
・井野台四丁目（市道3276号線他）道路改良事業（37,236）[28,700増]
・井野台（市道3453号線他）道路改良事業（45,892）[皆増]
・桑原（市道3100号線他）道路改良事業（4,297）[皆増]
・山王（市道4262号線他）通学路整備事業（55,314）[5,314増]
・野々井（市道2759号線他）通学路整備事業（65,175）[15,175増]
・都市計画道路3・5・23号北敷・沼附線整備事業（70,378）[65,378増]
・稲雨水幹線整備事業（41,315）[31,228増]
・桑原地区整備推進事業（14,044）[138,061減]
・藤代横町雨水排水整備事業（58,450）[21,982減]
・取手地方広域下水道組合負担金（1,620,000）[30,000減]

08 消防費 1,837,120 1,910,559 △ 73,439 △ 3.8

【新規】学校AED収納ボックス設置事業（2,594）
【新規】吉田消防署大規模改修事業（135,071）
【新規】消防団（第1分団）ポンプ自動車購入（20,918）
【新規】戸頭消防署ポンプ自動車購入（32,109）
・いばらき消防救急無線・指令センター更新費負担金（35,094）[9,669増]

09 教育費 3,488,504 3,719,185 △ 230,681 △ 6.2

【新規】特色ある新しい学校教育推進事業（4,932）
【新規】白山小学校長寿命化改良事業（設計）（23,433）
【新規】放課後子どもクラブ運営業務委託（32,829）
【新規】給食センター設備更新事業（33,847）
【新規】ふじしろ図書館空調設備改修工事実施設計業務委託（4,480）
【新規】電子図書館システム使用料（4,400）
・ICT活用教育支援スタッフ業務委託（25,847）[16,152増]
・教育総合支援センター機能拡充事業（38,038）[3,037増]
・壁画によるまちづくり委託（7,000）[皆増]
・取手市史追補版編さん刊行事業（2,989）[3,826減]

10 災害復旧費 5 5 0 0.0

11 公債費 4,324,807 4,112,659 212,148 5.2
・元金（4,106,345）［258,248増］
・利子（218,462）［46,100減］
　　実質公債費比率　R1決算7.1％  H30決算7.5％　

12 諸支出金 7 26 △ 19 △ 73.1 ・土地開発基金繰出金（7）［19減］

13 予備費 50,000 50,000 0 0.0

合　計 36,800,000 36,960,000 △ 160,000 △ 0.4

令和３年度一般会計予算の歳出概要

14
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令和３年度の主要事業概要

１）魅力ある都市空間づくり

≪取手駅北土地区画整理事業≫

【継続】取手駅北土地区画整理事業 399,969 千円［区画整理課］P.145

取手駅の西口駅前地区において、多様な都市機能の集積と土地の高度利用の促進を

図るため、土地区画整理事業により、都市基盤の整備を進めます。令和３年度当初予

算に計上した主な事業の内容としては、駅前交通広場整備工事を実施します。

≪取手駅西口Ａ街区再開発推進事業≫

【継続】取手駅西口Ａ街区再開発推進事業 8,000 千円［中心市街地整備課］P.146

土地区画整理事業とあわせ、市街地再開発事業による土地利用の高度化を図り、都

市機能の集積と魅力と賑わいにあふれた中心市街地の形成を進めます。令和３年度は、

取手駅西口周辺地区における将来交通需要を推計し、円滑な交通処理のための方策を

検討・立案するため、交通計画を策定します。

≪桑原地区整備推進事業≫

【継続】桑原地区整備推進事業 14,044 千円［都市計画課］P.102

大規模な商業・業務施設を核とした新市街地の創出に向けて、都市計画決定に係る

協議を進めるとともに、引き続き区画整理準備組合に対する支援を行います。

≪都市計画道路整備事業≫

市内の道路網の中心となる都市計画道路を整備することにより、道路交通環境の整

備とともに住環境の向上やまちの活性化を図ります。

【継続】都市計画道路 3・5・23 号北敷・沼附線整備事業 70,378 千円

［道路建設課］P.106

２）定住化促進

≪シティプロモーション推進事業≫

【継続】シティプロモーション推進事業 4,871 千円［魅力とりで発信課］ P.26

市のブランドメッセージ「ほどよく絶妙とりで」を用いたイメージアップ情報を積

極的に市内外に広く発信し、市の知名度・魅力度の向上による定住人口の増加を図り

ます。

※担当課名の右側に、予算説明書

の該当ページを表示しています。
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≪市制施行 50 周年記念関連事業≫

令和 2年度に実施できなかった市制施行 50 周年記念事業を全庁的な連携で複合的

に進めます。

【新規】市制施行 50 周年記念式典事業 3,800 千円［秘書課］P.19

市民とともに記念すべき節目を祝うための式典を開催し、市に貢献されてきた方々

を称える表彰式を行います。

【新規】市制施行 50 周年記念事業 3,000 千円［魅力とりで発信課］P.19

市民実行委員会との協働による記念事業として市の花であるフジの植樹を実施し、

節目を祝うとともに市の魅力を再認識してもらう契機とし、市民の郷土への愛着を深

めます。

【継続】ホタル放流事業 1,351 千円［環境対策課］P.19

今年度も引き続き、地域住民と協働のもと、宮ノ前ふれあい公園（戸頭字宮ノ前 50

他）内に整備したビオトープにヘイケボタルの幼虫及び成虫を放流します。夏には観

賞会を開催し、ホタルが恒久的に生息する環境づくりに市と市民が一体となって取り

組みます。

【新規】東京芸術大学学生によるオーケストラ演奏会 3,272 千円［文化芸術課］P.20

10 月に市民会館において、市と交流の深い東京芸術大学学生によるオーケストラ演

奏会を実施します。

【継続】取手市史追補版編さん事業 2,989 千円［生涯学習課］P.132

取手市史･藤代町史編さんの成果に、その後の調査で判明した史実や市制施行 50 年

の歩みなどを加えた『取手市史 追補版』を発刊します。

≪定住化促進住宅補助事業≫

【継続】定住化促進住宅補助事業 40,487 千円［都市計画課］P.113

良質な新築住宅の取得や中古住宅のリノベーションに対する補助、シニア世代の持

ち家を活かした子育て世代への家賃補助等を行い、子育て世代や市内就業者等の定住

化を促進し、あわせて魅力ある住環境の整備を図ります。

≪創業支援等事業≫

【継続】創業支援等事業 3,278 千円［産業振興課］P.93

創業スクール事業、ビジネスプランコンテスト事業を今年度も引き続き実施します。

市民の創業を支援し、市内経済の活性化を図ります。
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３）少子高齢社会への対応

≪子育て支援充実事業≫

【新規】放課後子どもクラブ運営民間委託事業 32,829 千円［子ども青少年課］P.134

令和 3年 10 月より利用児童の多い取手東小学校、高井小学校、藤代小学校に設置

した放課後子どもクラブの運営を民間事業者に委託することにより、慢性的な支援員

不足を解消し、放課後子どもクラブの安定的な運営を図ります。

なお、利用児童が少ない土曜日の開所について、民間委託をする 3クラブに集約し

て開所することにより、支援員等の負担軽減やコスト削減を図るとともに、開所する

3クラブの開所時間を毎週土曜日午前7時30分から午後7時まで拡大することにより、

放課後子どもクラブを利用している保護者の就労を支援します。

【新規】新生児特別給付金給付事業 13,072 千円［保健センター］P.75

お子さんの誕生祝い、子育て世帯の生活支援及び新型コロナウイルス感染防止のた

めに家庭で行う様々な対応への支援として、令和 3年 4月 2日から令和 4年 4月 1日

までの間に出生した新生児を対象に、新生児特別給付金を支給します。

【継続】新生児聴覚検査事業 1,554 千円［保健センター］P.76

聴覚障害の早期発見・早期治療を図るため、新生児を対象とした聴覚検査を実施し、

その検査費用を助成します。検査結果に異常が認められた場合は、再検査を実施し、

その費用についても助成を行います。

【継続】産婦健康診査事業 4,880 千円［保健センター］P.76

産後 2週間頃と 1か月頃に、産婦の健康診査（母体の身体的機能の回復や授乳状況

及び精神状態の把握等）を実施し、早期に母子への心身のケアなどの支援を行うこと

により、産後うつや新生児への虐待予防等を図ります。

【継続】産後ケア事業 3,229 千円［保健センター］P.76

産後早期に支援が必要な母子に対し、医療機関でデイケア事業やショートステイ事

業を実施し、産後の育児に対する不安の軽減や、安心した子育てを支援します。

≪健康づくり支援事業≫

【新規】健康づくり支援事業 3,688 千円［健康づくり推進課］P.41

市内のフィットネスクラブ等に新規入会し、継続して健康づくりに取り組む市民へ

の支援を行います。また、市内で活動するスポーツ団体、事業者等と協力し、健康づ

くりを体験できるイベントを開催します。
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４）安全・安心な教育環境の実現

≪特色ある新しい学校教育推進事業≫

【新規】特色ある新しい学校教育推進事業 4,932 千円［指導課］P.124

令和 3年度より小規模特認校に移行する山王小学校で、小規模校ならではのきめ細

やかな教育環境を提供します。「創造する力、表現する力」を育てる特色ある学校教

育プログラムを学校教育の選択の一つとして、市内から広く児童を受け入れます。

≪施設整備事業≫

児童・生徒の安全かつ快適な教育環境の充実を図るため、学校施設の整備を進めま

す。

【新規】白山小校舎・体育館長寿命化改良事業 23,433 千円［教育総務課］P.126

老朽化の著しい白山小学校校舎及び体育館の長寿命化改良工事の基本設計及び実

施設計を行い、令和 4年度から令和 6年度にかけての工事に向けて準備を進めます。

なお、より優れた施設の建築を実現するため業者選定には公募型プロポーザル方式を

採用します。

【新規】給食センター設備更新事業 33,847 千円［保健給食課］P.140

老朽化の著しい給食センターのコンベクションオーブン及びフライヤーの更新を

行います。

≪通学路整備事業≫

小中学生の通学路において歩道整備等を行い、安全な通学環境の確保を図ります。

【継続】山王通学路整備事業 55,314 千円［道路建設課］P.101

【継続】野々井通学路整備事業 65,175 千円［道路建設課］P.101

≪学校 AED 収納ボックス設置事業≫

【新規】学校 AED 収納ボックス設置事業 2,594 千円［消防本部・警防課］P.115

学校校舎内に設置している自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の利便性向上のため、学

校敷地内の屋外へＡＥＤ収納ボックス 20 台を設置します。

≪いじめ防止対策事業≫

【継続】教育総合支援センター機能拡充事業 51,693 千円［指導課］P.119・121

取手市いじめ問題専門委員会にて策定された再発防止策の提言を着実に遂行して

いくため、教育総合支援センターの機能を拡充します。再発防止策専門職員、スクー

ルカウンセラー・スーパーバイザー、心理ならびに福祉の専門相談員、学校連携支援

員の配置及びスクールロイヤーへの相談体制を整え、課題解決を図ります。
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５）その他の事業

≪気候非常事態宣言・地球温暖化対策推進事業≫

【新規】電気自動車の導入 5,617 千円［管財課］P.25

2050 年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとする目標を法定化する国の決定を

受け、電気自動車及びそれを稼働するための充電器を購入し、走行時の二酸化炭素排

出量削減を図ります。

【新規】地球温暖化対策推進事業 5,305 千円［環境対策課］P.81

取手市気候非常事態宣言の発出に伴い、地球温暖化対策の推進及び地球温暖化の及

ぼす影響について市民に周知・啓発を図るため、住宅用太陽光発電設備・住宅用蓄エ

ネルギー設備を導入する市民への補助金交付や地球温暖化防止対策講座を実施しま

す。また、市が排出するごみの量を削減するため、取手西小学校をモデル校として生

ごみ処理機を設置し、給食残さ等の堆肥化を図ります。さらに、冷房に使用するエネ

ルギーを減らし、二酸化炭素の排出量削減につなげるため、市民及び事業所に対し緑

のカーテン設置の普及・促進を図ります。

≪安全安心なまちづくり推進事業≫

・公共施設整備事業

公共施設の老朽化等に対応するための改修工事等を行い、市民が安心して利用でき

る施設環境の整備を図ります。

【新規】吉田消防署大規模改修事業 135,071 千円［消防本部・総務課］P.115

防災拠点としての機能強化を図るため、老朽化が進んでいる吉田消防署の大規模改

修工事を行います。

【新規】戸頭消防署改修事業 4,760 千円［消防本部・総務課］P.115

防災拠点としての機能強化を図るため、翌年度の改修工事に向けての設計に着手し

ます。

【新規】ふじしろ図書館空調設備改修事業 4,480 千円［図書館］P.136

ふじしろ図書館の施設・設備の老朽化に対応し、利用者のさらなる利便性向上を図

るため、空調設備改修工事の設計に着手します。

【新規】第二南住宅・西方住宅改修事業 65,000 千円［管理課］P.112

建築後 40 年以上が経過し、老朽化が進んでいる第二南住宅及び西方住宅について、

居住環境の向上を図るため、外壁や屋根の改修を行います。

・市道改良事業

市道の改良を行い、居住環境の整備向上を図ります。

【継続】井野団地外周道路改良事業 84,766 千円［道路建設課］P.98

【継続】戸頭新屋敷道路改良事業 14,289 千円［道路建設課］P.98

【継続】井野台四丁目道路改良事業 37,236 千円［道路建設課］P.98
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【継続】井野台道路改良事業 45,892 千円［道路建設課］P.98

【継続】米ノ井弁才天道路改良事業 5,489 千円［道路建設課］P.98

【継続】片町道路改良事業 44,484 千円［道路建設課］P.98

【継続】桑原道路改良事業 4,297 千円［道路建設課］P.98

幅員が狭い当該路線の安全を確保するため道路改良を行います。

・雨水排水対策事業

【継続】稲雨水幹線雨水排水整備事業 41,315 千円［排水対策課］P.107

【継続】藤代横町雨水排水整備事業 58,450 千円［排水対策課］P.107

排水路の整備・改修等を行い、雨水による浸水被害の緩和や居住環境の向上を図り

ます。

・農業用排水路整備事業

【継続】山王西部地区用排水路整備事業 10,000 千円［農政課］P.87

山王西部地区用排水路は、土堀水路であることから、担い手の高齢化に伴い水路機

能の維持管理が困難になっているため、整備工事を実施し、生産者の労力軽減、営農

意欲の向上を図ります。

・消防ポンプ自動車の更新

【新規】消防ポンプ自動車の購入 32,109 千円［消防本部・警防課］P.118

戸頭署に配備されている平成 5年式消防ポンプ自動車を更新し、消防体制の充実強

化を図ります。

・いばらき消防救急無線・指令センター設備更新

【継続】いばらき消防救急無線・指令センター更新費負担金 35,094 千円

［消防本部・総務課］P.116

令和 2年度からの 3ヵ年で実施する、いばらき消防救急無線・指令センターの設備

更新に対し、負担割合に応じて負担金を支出し、地域住民の安全・安心に万全を期す

体制を構築します。

・消防団活動の充実

【新規】消防団車両の更新 20,918 千円［消防本部・警防課］P.118

市民の安全を確保するため、消防団に配備されている車両の更新を行います。令和

3年度は、第 1分団（取手 1～3丁目、新町 1～6丁目、中央町）の 1台を予定してい

ます。

【継続】消防団員準中型運転免許取得助成事業 300 千円［消防本部・総務課］P.117

消防団員の準中型運転免許取得の助成を行い、消防団員の確保を図ります。
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≪その他≫

・タブレットによるオンライン会議・ペーパーレス推進事業

【継続】タブレットによるオンライン会議・ペーパーレス推進事業 1,489 千円

［議会事務局］P.16

オンライン会議やペーパーレス会議のアプリケーションを組み込んだタブレット

PC の活用により、各種オンライン会議を実施するとともに、議案書をはじめとした議

会関係資料のペーパーレス化を推進していきます。

・RPA・AI-OCR の導入

【新規】RPA・AI-OCR の導入 6,237 千円［政策推進課］P.26

RPA（定型事業プロセスの自動化技術）と AI-OCR（手書き帳票読み取りシステム）

を組み合わせたシステムを導入することにより、申請書の受付業務や請求書の入力業

務、口座振替の登録業務等の大量で定型的な業務を自動化し、業務の効率化と市民サ

ービスの向上を図ります。

・公共施設等総合管理計画第１次行動計画策定事業

【継続】公共施設等総合管理計画第１次行動計画策定事業 6,215 千円

［公共施設整備課］P.27

長期的視野に立った公共施設の全体最適化と持続可能な自治体経営の両立を図る

ため、令和 2年度に引き続き、公共施設等総合管理計画の第１次行動計画を策定しま

す。

・ひきこもり対策推進事業

【継続】ひきこもり相談支援事業 1,712 千円［社会福祉課］P.43

ひきこもり相談については専門性を有する支援が必要であるため、定期的に外部の

団体にアドバイザーとして助言をいただき、ひきこもり相談のスキルを高め支援の充

実を図ります。

・生活困窮者支援事業

【新規】生活困窮者就労準備支援事業 1,253 千円［社会福祉課］P.44

生活困窮状態者または被保護者であって、一般就労に直ちに就くことが困難な者に

対し、一般就労のための基礎能力を身につけることを支援し、安定的な就労に就くこ

とにより、生活困窮状態からの脱却を図ります。

【新規】生活困窮者家計改善支援事業 1,290 千円［社会福祉課］P.44

家計に課題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、必要な情報提供や専門的な助言

等を行い、早期に生活の改善を図ります。また、被保護世帯については生活保護受給

中から家計管理のスキルを身につけ、安定した家計管理により、保護脱却後の再受給

防止を図ります。
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・要保護児童等情報共有システム構築事業

【新規】要保護児童等情報共有システム構築事業 330 千円［子育て支援課］P.58

児童相談所・市町村の児童虐待に関する情報をより効率的・効果的に共有するため、

全国統一のシステムが令和 3年度に開始されることから、システム利用に伴う児童相

談システムの改修を行います。

・戸頭北保育所廃止に伴う経費

【新規】戸頭北保育所廃止に伴う経費 2,522 千円［子育て支援課］P.60・63・67・68

令和 3年度で廃止が決定した戸頭北保育所について、移籍する児童の保護者へ移籍

にかかる費用の補助金交付、移籍児童のアフターフォローを行う巡回相談を実施しま

す。また、老朽化した保育所施設の解体工事実施設計を行います。

・医療関連事業

【継続】公的病院等運営費補助金 120,964 千円［保健センター］P.72

市民の健康を守り、医療環境の確保・充実を図るため、JA とりで総合医療センター

及び取手北相馬保健医療センター医師会病院に運営費を補助します。

【継続】予防接種・風しん抗体検査事業 245,876 千円［保健センター］P.72

BCG、MR、B 型肝炎等の定期予防接種及びおたふくかぜ、小児インフルエンザ、高齢

者肺炎球菌等の任意予防接種を行うとともに、昭和 37 年 4 月 2 日から昭和 54 年 4 月

1 日までの間に生まれた男性を対象に無料で風しん抗体検査を行い、検査の結果、抗

体がない場合には予防接種を実施します。
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令和３年度特別会計予算の概要

取手駅西口都市整備事業特別会計

取手駅西口都市整備事業特別会計当初予算の規模は、8億7,898万 9千円で、

前年度当初予算 9億 893 万 7千円と比較し、2,994 万 8千円減（前年度比 3.3％

減）となっております。

令和 3年度当初予算で実施する主な事業の内容としては、駅前交通広場整

備工事、建物の中断移転補償費等を計上しております。

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計当初予算の規模は、101 億 3,303 万 2 千円で、前

年度当初予算 106 億 4,693 万 2 千円と比較し、5 億 1,390 万円減（前年度比

4.8％減）となっております。

主な減の要因は、被保険者数の減（R1.10 月末 25,732 人→R2.10 月末 24,877

人、855 人減、3.3％減）に伴う国民健康保険事業費納付金 1億 1,318 万 7 千

円減（5.2％減）、財政調整基金積立金 4 億 1,786 万 1 千円減（67.4％減）に

よるものです。

後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療特別会計当初予算の規模は、32 億 4,637 万 4 千円で、前年

度当初予算29億785万6千円と比較し、3億3,851万8千円増（前年度比11.6％

増）となっております。

主な増の要因は、令和 2年度の保険料率改定に伴う保険料の増加により保

険料納付金 2億 2,059 万 5 千円増（15.8％増）、低所得者・被扶養者軽減分納

付金 5,404 万 7 千円増（22.4％増）、被保険者数の増（R1 年 10 月末 18,132 人

→R2 年 10 月末 18,766 人、634 人増、3.5％増）に伴い、広域連合への医療給

付費納付金 5,516 万 6 千円増（5.2％増）によるものです。
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介護保険特別会計

介護保険特別会計当初予算の規模は、84 億 8,788 万 9 千円で、前年度当初

予算 82 億 9,516 万 9 千円と比較し、1億 9,272 万円増（前年度比 2.3％増）

となっております。

主な増の要因は、施設介護サービス給付費 1億 824 万円増（3.6％増）、地

域密着型介護サービス給付費 3,384 万円増（4.0％増）によるものです。

・施設介護サービス給付費

R2 当初：29 億 6,976 万円 → R3 当初：30 億 7,800 万円

・地域密着型介護サービス給付費

R2 当初：8億 4,744 万円 → R3 当初：8億 8,128 万円

競輪事業特別会計

競輪事業特別会計当初予算の規模は、16 億 8,703 万 8 千円で、前年度当初

予算 12 億 8,705 万 1 千円と比較し、3億 9,998 万 7 千円増（前年度比 31.1％

増）となっております。

主な増の要因は、車券発売収入 4億円増（36.4％増）によるものです。

・通常開催車券発売収入

R2 当初：11 億円 → R3 当初：15 億円

車券のインターネット販売が好調であることによる増。

取手地方公平委員会特別会計

取手地方公平委員会特別会計当初予算の規模は、68 万 2 千円で、前年度当

初予算 70 万 9 千円と比較し、2 万 7 千円減（前年度比 3.8％減）となってお

ります。関係団体は、取手市・守谷市・利根町・取手地方広域下水道組合・

取手市外 2市火葬場組合・利根川水系県南水防事務組合・常総地方広域市町

村圏事務組合となります。
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令和 2年度 3月補正事業

１．学校施設整備事業

令和 3 年度に計画していた藤代小学校・藤代幼稚園の大規模改造工事及び高

井小学校の内部改修工事が、国の令和 2年度当初予算・第 3 号補正予算の対象

となる見込みのため、3月補正予算に計上し令和 3年度に繰越して実施します。

事業費総額 709,300 千円

交付金額 159,608 千円、地方債額 549,300 千円、一財 392 千円

・藤代小校舎大規模改造事業 562,200 千円[教育総務課]

・藤代幼稚園園舎大規模改造事業 51,100 千円[学務給食課]

・高井小内部改修事業 96,000 千円[教育総務課]

２．給食センター施設整備事業

令和 3年度に計画していた給食センター調理場空調機改修事業が、国の令和 2

年度第 3号補正予算の対象となる見込みのため、3月補正予算に計上し令和 3年

度に繰越して実施します。

事業費総額 60,000 千円

交付金額 6,921 千円、地方債額 53,000 千円、一財 79 千円

・給食センター調理場内空調機改修工事 60,000 千円[学務給食課]

３．都市公園施設長寿命化対策事業

令和 3 年度に計画していた都市公園施設長寿命化対策事業が、国の令和 2年

度第 3号補正予算の対象となる見込みのため、3月補正予算に計上し令和 3年度

に繰越して実施します。

事業費総額 11,000 千円 交付金額 5,500 千円、地方債額 5,500 千円

・都市公園施設長寿命化対策工事（9公園） 11,000 千円[水とみどりの課]

４．地籍調査事業

令和 3年度に計画していた地籍調査事業（白山Ⅰ地区）が、国の令和 2年度

第 3号補正予算の対象となる見込みのため、3月補正予算に計上し令和 3年度に

繰越して実施します。

事業費総額 1,046 千円 県負担金額 600 千円、一財 446 千円

・地籍調査測量委託料 913 千円［管理課］

・地籍調査に係る事務費等 133 千円［管理課］
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５．取手駅北土地区画整理事業【取手駅西口都市整備事業特別会計】

令和 3年度に計画していた都市計画道路 3・5・39 号道路擁壁工事及び駅前交

通広場整備工事の一部について、国の令和 2年度当初予算・第 3号補正予算の

対象となる見込みのため、3月補正予算に計上し令和 3年度に繰越して実施しま

す。

事業費総額 385,340 千円 交付金額 211,937 千円、地方債額 160,500 千円、

一財 12,903 千円

・駅前交通広場整備工事 165,340 千円[区画整理課]

・都市計画道路 3・5・39 号道路擁壁工事 220,000 千円[区画整理課]


